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1――政府が働き方改革と「健康経営®」1を推進 

 

政府は人口や労働力人口が継続して減少している中で、長時間労働・残業などの悪しき慣習が日本

経済の足を引っ張り生産性を低下させる原因になっていると考え、近年、働き方改革に積極的な動き

を見せている。 

 

2018 年 6 月 29 日には「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律案」、いわゆる

「働き方改革関連法」が可決成立し、2019 年 4 月から、「残業時間の上限規制の導入」、「年 5 日間の

年次有給休暇の確実な取得」、「勤務間インターバル制度の導入促進（努力義務）」、「フレックスタイム

制の拡充」、「労働時間状況の客観的な把握」等が順次施行されている。 

 

政府が働き方改革を実施する大きな理由の一つは、日本企業に残存している長時間労働の慣習を改

善するためだ。厚生労働省の「毎月勤労統計調査」によると、日本におけるパートタイム労働者を含

めた労働者一人当たりの平均総実労働時間は 1993年の 1,920時間から 2019年には 1,621時間に大き

く減少した。しかしながら、パートタイム労働者を除いた一般労働者（フルタイム労働者）の平均総

実労働時間は政府が働き方改革を実施することにより少し減っているものの、2020年現在 1,925時間

で、平均総実労働時間（パートタイム労働者を含む）1,621時間と大きな差を見せている。 

 

長時間労働は、労働者の疲労回復に必要な睡眠や休養時間を減少させ、重大な健康障害を引き起こ

す可能性がある。厚生労働省が毎年公表している「過労死等の労災補償状況」から「脳・心臓疾患及

び精神障害等に係る労災補償状況」を確認すると、業務における強い心理的負荷による精神障害等に

係る労災請求件数は 1999 年度の 155 件から継続的に増加傾向であり、2020 年度には 2,051 件まで増

加した。また、精神障害等に対する労災補償の支給決定（認定）件数も増え続け、2020年度には 608

 
1 「健康経営®」は、ＮＰＯ法人健康経営研究会の登録商標です。 
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件まで増えている。さらに、自殺者数総数のうち、勤務問題を原因・動機の１つとするものの割合は、

2007年の 6.7％から 2018年には 9.7％まで上昇し、最近でも 9％台を維持している。 

日本における労働者の労働時間等の推移 

 

注：事業所規模 5 人以上 

出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」より作成 

精神障害に係る労災請求件数・支給決定件数 

 

出所：厚生労働省（2021）「令和 3 年版過労死等防止対策白書」 
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自殺者数総数のうち、勤務問題を原因・動機の１つとするものの割合の推移 

 

出所：厚生労働省（2021）「令和 3 年版過労死等防止対策白書」 

最近は、新型コロナウイルスの感染拡大防止のために奨励したテレワークが長期化することにより、

「コミュニケーション不足や孤独感」、「生活リズムの乱れ」、「運動不足」などの影響でメンタルヘル

スの不調を感じる人も増えている。その結果、「職場」や「通勤」等に重きを置いた健康経営を含めた

従来型の福利厚生制度を「自宅」や「家族」を中心とする制度に少しずつ変える必要性が生じている。

経済産業省は、健康経営を「従業員等の健康管理を経営的な視点で考え、戦略的に実践すること」だ

と定義しており、企業が従業員の健康に配慮することで、従業員の能力を高め、生産性の向上や職場

環境の改善に繋がると期待している。 

 

2――ニッセイ景況アンケート調査からみた健康経営への取り組み 

 

2021 年 9 月に実施された「ニッセイ景況アンケート調査結果－2021 年度調査」2によると、健康経

営への取組み状況は、「関心はあるがまだ取組んでいない」が 45.9％で最も多く、「健康経営優良法人

の認定を受けている」と「関心があり既に取組んでいる」は、それぞれ 6.6％と 8.5％（合計 15.1％）

にとどまっていることが確認された。 

 

また、「健康経営優良法人の認定を受けている」あるいは「関心があり既に取組んでいる」と答えた

企業の合計を企業規模別にみると、1000名超の企業が 29.2％で最も高く、300名超 1000名以下（26.5%）、

300 名以下（13.3％）の順であり、企業規模が大きいほど、健康経営に取組んでいる企業が多いこと

が明らかになった。業種別には、製造業（特に「化学（一般化学・石油化学）」26.3％）が 15.3％と非

製造業の 15.0％（特に「金融」29.3％）より高く、地域別には、中国（21.9％）、東海（19.6％）、甲

信越・北陸（18.6％）が高いという結果が得られた。 

 

 

 
2 金 明中・藤原 光汰（2021）「ニッセイ景況アンケート調査結果－2021年度調査」 
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健康経営®への取組み（「健康経営優良法人の認定を受けている」あるいは「関心があり既に取組んで

いる」と答えた企業の合計）  

 

出所：金明中・藤原（2021）「ニッセイ景況アンケート調査結果－2021 年度調査」 

規 模・業 種・地 域 別 健康経営®への取組み（「健 康 経 営 優 良 法 人 の 認 定 を 受 け て い る」あ る い は「関

心 が あ り 既 に 取 組 ん で い る」と 答 え た 企 業 の 合 計） 

 

出所：金明中・藤原（2021）「ニッセイ景況アンケート調査結果－2021 年度調査」 
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企業規模、地域と健康経営への取組みの関係をクロス集計でみたところ、企業規模と地域による 

健康経営への取組みの差は有意水準 1％で統計的に優位であった。しかし、業種と健康経営への取組

みの関係では統計的に有意な結果は得られなかった。 

企業規模別健康経営への取組み（クロス集計） 

 

地域別健康経営への取組み（クロス集計） 

 

業種別健康経営への取組み（クロス集計） 

 

 

 

合計
健康経営優良法人の

認定を受けている

関心があり既に取組

んでいる

関心があり具体的な

取組み予定がある

関心はあるがまだ取

組んでいない
関心がない 無回答

合計 5230 6.6 8.5 5.8 45.9 30.4 2.8

1000名超 120 10.0 19.2 7.5 44.2 15.8 3.3

300名超1000名以下 563 10.5 16.0 8.5 45.3 17.2 2.5

300名以下 4547 6.0 7.3 5.5 46.0 32.4 2.8

カイ 2 乗 133.949 有意確率 0.000

健康経営への取組み

規模

合計
健康経営優良法人の

認定を受けている

関心があり既に取組

んでいる

関心があり具体的な

取組み予定がある

関心はあるがまだ取

組んでいない
関心がない 無回答

合計 5230 6.6 8.5 5.8 45.9 30.4 2.8

北海道 229 3.9 5.7 6.1 47.2 35.4 1.7

東北 437 8.0 7.3 6.2 46.0 27.7 4.8

関東 1437 4.2 8.0 4.9 46.7 32.6 3.7

甲信越・北陸 322 9.9 8.7 7.1 46.3 26.1 1.9

東海 597 9.4 10.2 7.5 44.7 27.5 0.7

近畿 1160 6.6 6.3 5.5 45.4 33.2 3.0

中国 328 7.3 14.6 5.8 47.6 22.9 1.8

四国 258 7.0 10.9 7.4 43.8 27.9 3.1

九州・沖縄 462 7.8 10.0 5.2 44.8 30.3 1.9

カイ 2 乗 111.608 有意確率 0.000

健康経営への取組み

地域

合計
健康経営優良法人の

認定を受けている

関心があり既に取組

んでいる

関心があり具体的な

取組み予定がある

関心はあるがまだ取

組んでいない
関心がない 無回答

合計 5230 6.6 8.5 5.8 45.9 30.4 2.8

製造業 1750 6.2 9.1 6.0 47.6 28.8 2.3

非製造業 3480 6.8 8.2 5.7 45.0 31.2 3.0

カイ 2 乗 7.846 有意確率 0.165

健康経営への取組み

業種
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健康経営を取組むうえで課題になること（なると予想されること）について尋ねた結果、「何から開

始・取組めばいいか分からない」が 30.9％で最も高く、「人員がいない」（27.1％）、「メリットが分か

らない」（15.8％）を上回った（「特に課題はない」は 24.3％）。「何から開始・取組めばいいか分から

ない」と回答した企業の割合は、企業規模別では 300名以下（32.2％）、業種別では非製造業（31.0％）、

地域別では、甲信越・北陸（33.2％）が高く、業種別(詳細)では製造業の場合、「繊維・衣服」（38.1％）、

「鉱業・石油・窯業・土石」（37.2％）、「農林水産業」（36.4％）が上位 3位を、非製造業の場合、「専

門サービス」（39.6％）、「卸売」（36.1％）、「飲食」（33.9％）が上位 3位を占めた。 

 

健康経営を取組むうえで課題になること（なると予想されること）  

 

出所：金明中・藤原（2021）「ニッセイ景況アンケート調査結果－2021 年度調査」 

 

企業規模、地域、業種と「健康経営を取組むうえで課題になること」の関係をクロス集計でみたと

ころ、企業規模と地域では有意水準 1％で統計的に有意な結果が、業種では有意水準 5％で統計的に有

意な結果が得られた。 
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企業規模別「健康経営を取組むうえで課題になること」（クロス集計） 

 

 

地域別「健康経営を取組むうえで課題になること」（クロス集計） 

 

 

業種別「健康経営を取組むうえで課題になること」（クロス集計） 

 

合計

何から開

始・取組め

ばいいか分

からない

人員がいな

い
予算がない

メリットが

分からない

相談先が分

からない
その他

特に課題は

ない
無回答

合計 3494 30.9 27.1 15.1 15.8 9.4 9.6 24.3 6.0

1000名超 97 16.5 32.0 12.4 17.5 7.2 15.5 28.9 3.1

300名超1000名以下 452 25.2 27.4 18.4 16.4 7.5 15.3 23.7 4.9

300名以下 2945 32.2 26.9 14.7 15.6 9.7 8.6 24.2 6.2

カイ 2 乗 55.799 有意確率 0.000

健康経営を取組むうえで課題になること

規模

合計

何から開

始・取組め

ばいいか分

からない

人員がいな

い
予算がない

メリットが

分からない

相談先が分

からない
その他

特に課題は

ない
無回答

合計 3494 30.9 27.1 15.1 15.8 9.4 9.6 24.3 6.0

北海道 144 32.6 23.6 13.9 19.4 10.4 9.7 24.3 5.6

東北 295 28.5 21.7 12.5 15.9 10.5 9.5 28.8 8.8

関東 916 32.3 29.6 18.8 14.8 11.2 10.0 22.3 5.3

甲信越・北陸 232 33.2 28.4 11.2 14.2 11.6 6.5 28.4 4.3

東海 429 30.8 28.4 13.3 15.2 7.0 10.3 25.4 4.4

近畿 740 31.1 28.0 17.3 16.5 8.0 8.9 22.4 6.2

中国 247 32.0 21.1 11.7 17.8 7.3 12.1 22.3 5.7

四国 178 28.1 22.5 6.2 11.8 10.1 10.1 29.8 9.6

九州・沖縄 313 26.5 29.1 15.7 17.6 8.3 9.3 24.0 6.4

カイ 2 乗 102.284 有意確率 0.002

地域

健康経営を取組むうえで課題になること

合計

何から開

始・取組め

ばいいか分

からない

人員がいな

い
予算がない

メリットが

分からない

相談先が分

からない
その他

特に課題は

ない
無回答

合計 3494 30.9 27.1 15.1 15.8 9.4 9.6 24.3 6.0

製造業 1205 30.5 29.0 17.3 16.8 8.7 9.8 22.5 5.5

非製造業 2289 31.0 26.1 14.0 15.2 9.7 9.5 25.2 6.2

カイ 2 乗 16.836 有意確率 0.032

健康経営を取組むうえで課題になること

業種
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3――健康経営が日本の企業に少しずつ普及 

 

経済産業省は 2017 年度から「健康経営優良法人認定制度」を実施しており、2020 年 6 月には健康

経営への取り組みが会社にとってどのようなメリット（投資対効果）があるのかを定量的に見える化

するための「健康投資管理会計ガイドライン」を策定し、公表した。経済産業省の発表によると、2021

年現在大規模法人部門では 1,788社が、中小企業法人部門では 7,928社が健康経営優良法人に認定さ

れていることが明らかになった。2017 年と比べると健康経営優良法人数は、それぞれ約 7.6 倍と約

83.5倍も増加しており、健康経営が日本の企業に少しずつ普及していることが分かる。 

 

健康経営優良法人（大規模法人部門）・健康経営優良法人（中小規模法人部門）認定企業数 

 
出所：経済産業省「健康経営優良法人（大規模法人部門）認定法人一覧」、「健康経営優良法人（中小規模法人部

門）認定法人一覧」各年より作成 

 

一方、HR総研が 2021年 12月に実施した調査によると、企業が健康経営を実施する目的は「従業員

の生産性維持向上」、「企業全体の労働生産性向上」、「従業員のモチベーション維持向上」等であるこ

とが確認された。また、健康経営で実践している取組みとしては、「ストレスチェックの実施」、「従業

員の労働時間、休暇取得等の状況把握」、「管理職・従業員への教育」、「時間外労働の是正」が上位 4

位を占めた。このような結果から健康経営を実現するにあたっては、従業員の健康状況の把握や意識

改善のみならず、労働時間の短縮や休暇の取得状況の適正な把握等、働き方改革に向けた企業の一層

の取り組みが欠かせないことが分かる。 

 

4――結びに代えて 

 

今後、企業が働き方改革を実施する際には、生産性向上のみならず、労働者の健康や生活の満足度

向上も考慮する必要がある。つまり、成果主義の強化が労働者のメンタルヘルスにマイナスの影響を

与えていないか、また残業を含めた労働時間の短縮が労働者の収入を減らし、生活水準の低下につな
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がっていないか、更に労働時間の短縮が過度な労働強化につながり労働者の健康悪化をもたらしてい

ないか等、企業側は各項目においてきめ細かく考慮しながら働き方改革を進めていくことが必要だ。

働き方改革が長時間労働の習慣を改善させ、従業員の健康改善や生産性向上に繋がる「真の働き方改

革」になることを期待したい。 

 


